















































































1‒1 × × × × × 〇 × × 以下△：
1‒2 〇 △ × × × × × × 任意設立のみ
1‒3 〇 〇 × △ × 〇 〇 × 利用分配のみ
要綱案
1‒4甲 〇 △ 〇 × × × 〇 × 任意設立のみ
1‒4乙 × 〇 〇 × × 〇 〇 × 　
1‒5甲 〇 △ 〇 × × × 〇 × 任意設立のみ
1‒5乙 × 〇 〇 × × 〇 〇 × 　
1‒6 × 〇 〇 × × 〇 〇 × 　
1‒7甲 〇 △ 〇 × × × 〇 × 任意設立のみ
1‒7乙 × 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 　
法律案
1‒8 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 × 利用分配のみ
1‒9 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 × 利用分配のみ
1‒10 〇 〇 〇 △ 〇 × 〇 〇 利用分配のみ
1‒11 〇 〇 〇 △ 〇 × 〇 〇 利用分配のみ
1‒12 〇 〇 〇 △ 〇 × 〇 〇　 利用分配のみ
1‒13 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 （○分配制限）














































































　　　 ₁  ．法令に基く政府の命令によらず，構成員の任意により設立
されたものであること。
　　　 ₂  ．設立について，法令に基く政府の認可を受けたものである
こと。
　　　 ₃  ．構成員となる資格を有する者の加入又は脱退に対し，不適
当な制限を加えていないものであること。


































































































































































































































































































































































































































































































　成立過程によれば，【₁⊖₁】（昭和21年10月 ₈ 日）から【₁⊖₉】】（昭和22年 ₂ 月
25日）まで組合の行為は内部行為に限定されていたが，法律案【₁⊖10】












































































　但書規定は，【₃⊖10】第二次修正試案（昭和22年 ₃ 月 ₆ 日）では，「但し
一定の取引分野における競争を実質的に制限することにより，不当に対
価を高めることとなる場合は，この限りでない。」であったが，【₃－
































































































うに思われる。〔参考文献：（ ₁） （ ₅） （ ₉） （10）〕。
（ ₂）　「エドワーズ報告書」について。国務省カルテル関係顧問，ノースウエスタ
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（ ₁）　大蔵省財政史室編『昭和財政史─終戦から講和まで─』第 ₂巻 独占禁止，東
洋経済新報社，1982年。
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情報学論集』第 ₆号，2000年 ₁ 月）。
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